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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
年度により必要な修繕や保守管理委託等が異なるため増減はあるが、庁舎の老朽化にともない増加の傾向にある。

市民サービスの提供の場に相応しい環境を提供、維持するため、事業を継続する必要がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人2.0 3.0 4.6 4.6

533,474

32,62931,826

千円569,972

（１）本庁舎の光熱水費
　水道　30,447m3
　電気　3,673,630Kwh
　ガス　195,269m3
（２）清掃・受付案内・電話交換等の委託業務
（３）施設の保守管理
（４）庁舎修繕ほか

（１）本庁舎の光熱水費
　水道　30,774m3
　電気　3,481,121Kwh
　ガス　191,857m3
（２）清掃・受付案内・電話交換等の委託業務
（３）施設の保守管理
（４）庁舎修繕ほか

（１）本庁舎の光熱水費
　水道　29,779m3
　電気　3,316,992Kwh
　ガス　169,138m3
（２）清掃・受付案内・電話交換等の委託業務
（３）施設の保守管理
（４）庁舎修繕ほか

千円

604,273総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 140,717

11.0

38,091

13 項目番号

本庁舎及び共用倉庫などの付属施設の維持・運営管理等を適切に行い、市民サービスの提供の場
に相応しく、災害時の拠点として維持管理する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(1)

事務事業名 本庁舎管理事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

36,368

令和２年度決算区 分
392,757

施設の維持管理に係る業務

本庁舎を維持していくための各種修繕及びランニングコスト等の支出や庁舎の警備、電話交換業務の管理等。

令和５年度 事務事業等の総点検

563,549

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

443,928

160,345

13.0

402,489 410,147

159,825161,060

12.5 12.5 人

実施分類

392,757
443,928 402,489

140,717

160,345
161,060

533,474

604,273
563,549

0
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令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

営繕工事の実施個所は計画を立てて実施しているが、予算状況や緊急的に対応しなけらばならない工事の内容等によって各年度の実績額は
異なっている。

毎年の組織改正に伴う事務室レイアウト変更や会議室不足の問題の解消を図っていく必要がある。
また、設備等の経年劣化はすすむため、５年程度先の計画をたてたうえで事業を継続する必要がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

105,077

00

千円311,378

・・本庁舎分館北口玄関改修その他工事
・本庁舎１号館建具改修工事
・本庁舎１号館屋上防護柵改修工事　他

・本庁舎３号館屋根改修工事
・本庁舎１号館建具改修工事
・本庁舎外灯改修工事　他

・本庁舎２号館空調設備改修工事
・本庁舎煙突アスベスト対策工事
・本庁舎上水及び雑用水揚水ポンプ改修工事
・本庁舎１号館建具改修工事　他

千円

137,830総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,402

1.0

0

14 項目番号

　本庁舎建設後、年を経るに従い老朽化・機能低下が現れ始めた庁舎・設備等に施す補修等の工事
であり、来庁者や職員にとって安全でより良い庁舎の維持管理を目指す。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(2)

事務事業名 庁舎営繕事業 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
96,675

施設の維持管理に係る業務

　本庁舎の諸設備は、製造から35年余りが経過し、経年劣化や摩耗等により設備の更新時期を迎えている。設備の中には、物品の調達もままなら
ず、故障の際修理もできない可能性があるものも存在するため、計画的に更新・補修を行っている。

令和５年度 事務事業等の総点検

281,837

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

129,485

8,345

1.0

273,406 303,064

8,3148,431

1.0 1.0 人

実施分類

96,675
129,485

273,406

8,402

8,345

8,431

105,077

137,830

281,837
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［
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］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

20,371

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

2,160

16,600

1.9

3,587 3,614

16,64716,784

1.9 1.9 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

744

令和２年度決算区 分
291

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

①行政組織及び職員定数の管理
②業務改善の推進
③事務概要の発行
④指定管理者制度の円滑な運営
⑤社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の適切な実施

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 15 項目番号

行政課題に対してより機動的かつ効率的に取り組むため、組織体制等の整備を図る。
事務事業に係る調査研究、調整等を行うことにより、事務事業の適切な運営を図る。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

3

事務事業名 行政管理事業 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

（１）行政組織について、重点政策の実現と効果的で効率的かつ、
わかりやすい組織づくりに向け、改正を行った。
職員定数の見直しを行った。　19人削減
（２）業務改善コンクールを見直し、職員一人ひとりが小さなことから
改善を意識し実践することにつながることを目的に、新たな業務改
善に関する取組みの実施に向けた検討及び調整を行った。
（３）令和元年度事務概要を作成した。　30部
（４）新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度に次期指
定期間の指定管理者を選定する必要があった５施設について、当
該選定を行わず現指定期間をそれぞれ１年間延長した。
（５）社会保障・税番号制度について、情報の収集に努め、関係各課
と共有しつつ、特定個人情報保護評価の支援等を行った。

（１）行政組織について、重点政策の実現と効果的で効率的かつ、
わかりやすい組織づくりに向け、改正を行った。
職員定数の見直しを行った。　35人削減
（２）職員一人ひとりが小さなことから業務改善を意識し実践すること
につなげるため、人事評価を活用した業務改善に関する取り組みを
行った。
（３）令和２年度事務概要を作成した。　28部
（４）当該専門委員による指定管理者申請団体の財務状況審査を実
施し、審査結果を該当施設所管課へ提供した。 35団体
（５）上記専門委員の報酬により、令和３年度決算の事業費が増に
なっている。
　　延べ38人×50千円＝1,900千円
（６）社会保障・税番号制度について、情報の収集に努め、関係各課
と共有しつつ、特定個人情報保護評価の支援等を行った。

（１）行政組織について、重点政策の実現と効果的で効率的かつ、
わかりやすい組織づくりに向け、改正を行った。
職員定数の見直しを行った。　26人削減
（２）職員一人ひとりが小さなことから業務改善を意識し実践すること
につなげるため、人事評価を活用した業務改善に関する取り組みを
行った。
（３）令和３年度事務概要を作成した。　45部
（４）当該専門委員による指定管理者申請団体の財務状況審査を実
施し、審査結果を該当施設所管課へ提供した。 ２団体
（５）社会保障・税番号制度について、情報の収集に努め、関係各課
と共有しつつ、特定個人情報保護評価の支援等を行った。
（６）Ｗｅｂ会議の推進の一環として、ICT機器を購入し、貸出用のほか、庁内
の共用会議室に常設した。　貸出用２点、常設５部屋

千円

18,760総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,698

1.9

734

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

総経費に占める人件費の割合が過去３年間の平均で90％近くになっている。
総経費に占める人件費の割合が高い事業であり、人件費の増減が総経費の増減に大きく影響する。
令和４年度は、ＩＣＴ機器の購入により、事業費が増額となった。

市民ニーズや社会情勢の変化に対応するため、行政管理事業について継続した検討や取組を行う。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

16,989

850765

千円20,261

291
2,160 3,587

16,698
16,600

16,784

16,989
18,760

20,371
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事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和４年度は行政不服審査会への諮問案件がなかったため、令和３年度と比較して事業費が減っている。

法定の事務であり、案件ごとに行政手続審議会又は行政不服審査会へ諮問し、及びその開催が必要となる。市民の権利利益の保護及び救済
に不可欠な事務であり、今後も継続する必要がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人

9,085 千円9,675

行政手続審議会開催回数　１回（書面開催）
行政不服審査会開催回数　０回

行政手続審議会開催回数　１回
行政不服審査会開催回数　４回

行政手続審議会開催回数　１回
行政不服審査会開催回数　０回

千円

9,196総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,402

1.0

15 項目番号

行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、市民の権利利益の保護に資するとともに市民
に信頼される行政運営を進めるため、行政手続制度を運用する
市民の権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保するため、行政不服審査制度を運
用する

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

3(2)

事務事業名 行政手続・行政不服審査制度運用事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 あり直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

令和２年度決算区 分
683

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

行政手続法第46条　行政不服審査法第９条、第２章第３節及び第５章

①行政処分に係る聴聞の主宰、弁明の機会の付与等　②許認可等の審査基準、標準処理期間及び不利益処分の処分基準の整備
③横須賀市行政手続審議会の適正な運営　④横須賀市市民パブリック・コメント手続条例の適正な運用
⑤審査請求における審理員による審理等　⑥行政不服審査会の適正な運営

令和５年度 事務事業等の総点検

9,115

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

851

8,345

1.0

684 1,361

8,3148,431

1.0 1.0 人

実施分類

683 851 684

8,402 8,345 8,431

9,085 9,196 9,115

0
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

5



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

増の理由（３年度）：障害者スタッフの増員によるもの
減の理由（４年度）：ジョブコーチを担当する会計年度任用職員が年度途中で退職したため。

障害者ワークステーションよこすか」への依頼は増えてきており、令和５年度も障害者スタッフ９名体制を維持継続していく。
障害者スタッフの仕事のスキルを拡充していくこと（特に、デジタルスキルの習得）が必要。また、ジョブコーチの人材の確保、評価と処遇、専門
的助言者（スーパーバイザ）による支援といった就労環境の整備を進めていく必要がある。
将来は、ワークステーションにおいて蓄積されたノウハウを全庁に広めていく取り組み（各部署に支援者を配置、障害者スタッフのジョブロー
テーションを実施するなど)ができることが望ましい。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 1.0 1.5 1.5

25,998

21,84913,052

千円33,721

障害者スタッフを３名から６名に増員
ジョブコーチを２名から３名に増員

障害者スタッフを６名から９名に増員 障害者スタッフ９名体制を維持継続

千円

31,373総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 25,919

1.0

12,415

15 項目番号

障害者スタッフの就労率（一般就労もしくは福祉的就労）　70％
（障害者スタッフの就労援助センター登録率　70％以上）

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

3(3)

事務事業名 障害者ワークステーション事業 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

17,800

令和２年度決算区 分
79

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

市役所内に知的障害者及び精神障害者の方が働く職場を設置し運営している。
庁内の事務を集約し、ジョブコーチの支援のもと、障害者の方が会計年度任用職員として業務に従事する。
障害者の方に仕事のスキルや社会性を身に付けてもらうほか、一般就労に向けた支援をする。
仕事のスキル等が一般就労のレベルに届かない方には、福祉的就労の利用を提案し、移行を支援する。

令和５年度 事務事業等の総点検

25,058

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

64

31,309

1.0

14 126

33,59525,044

0.5 0.5 人

実施分類

79 64 14

25,919

31,309

25,044

25,998

31,373

25,058

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

6



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

23,478

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

3,401

20,310

2.0

2,886 3,895

20,36320,592

2.0 2.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

3,620

令和２年度決算区 分
3,209

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

①　公文書公開制度の適正な運用　②　情報提供施策の推進　③　審査請求等に係る横須賀市情報公開審査会の運営
④　個人情報保護関係事務　⑤　個人情報保護制度の運用管理及び普及啓発　⑥　保有個人情報開示等請求制度の適正な運用
⑦　目的外利用等の諮問に係る横須賀市個人情報保護運営審議会の運営　⑧　審査請求に係る横須賀市個人情報保護審査会の運営
⑨　外部の労働者からの公益通報者保護法に基づく公益通報に関する処理　⑩　市政情報コーナーの運営　有償刊行物の販売、各種行政資料の提
供、図書取り次ぎ

市単 受益者負担 あり直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 16 項目番号

情報公開制度の適正な運用により、市民と市の協働による公正で民主的なまちづくりを推進する。ま
た、個人情報保護制度の適正な運用により、個人の権利利益を保護する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

4

事務事業名 市政情報提供事業 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

公文書公開請求件数（簡易公開除く）276件
保有個人情報開示請求件数（簡易開示除く）42件
市政情報コーナー利用者数　12,008人

公文書公開請求件数（簡易公開除く）307件
保有個人情報開示請求件数（簡易開示除く）50件
市政情報コーナー利用者数　13,677人

公文書公開請求件数（簡易公開除く）263件
保有個人情報開示請求件数（簡易開示除く）60件
市政情報コーナー利用者数　14,292人

千円

23,711総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 20,366

2.0

3,562

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

公文書公開請求の件数は、特定の内容に係る請求が複数行われる場合があり、その有無により年度により件数の増減が見られる。
保有個人情報開示請求は、個人情報に対する意識の高まりに呼応して、件数が増えているものと考えられる。

当該事業により実現する市民に開かれた行政の推進及び個人の権利利益の保護に対する社会的ニーズは一層高まっているため、今後も継続
する必要がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人

23,575

3,7353,730

千円24,258

3,209 3,401 2,886

20,366 20,310 20,592

23,575 23,711 23,478

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

6,625

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

671

7,511

0.9

661 721

5,8555,964

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
666

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

①国からの権限移譲及び規制緩和については、内閣府の「地方分権改革に関する提案募集」を活用するとともに、県からの権限移譲を推進するた
め、県が主管する「県・市町村間行財政システム改革推進協議会」に参画する。
②中核市相互の緊密な連携のもとに、中核市行財政の円滑なる運営及び進展を図ることを目的に「中核市市長会」に参画する。

受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 16 項目番号

①地方分権（国・県からの権限移譲）の推進のため、国、県、中核市市長会等からの情報収集や調査、関係団体と連携した要
望活動等を行い、本市の行政体制の整備を図る。
②国・県と市との関係の見直し等、地方分権の着実な推進を図り、職員の意識の高揚と市民の自治意識の向上を図る。
③中核市にふさわしい政策を推進するため、他都市との連絡体制を整える

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

5

事務事業名 地方分権関連事業 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

（１）地方分権一括法の施行に伴い、条例制定等が円
滑に進められるよう、庁内調整を行った。
（２）県と新たな権限移譲について協議検討した。また、
中核市市長会等を通じ地方分権に関する要望等をし
た。
（３）中核市市長会での活動により、他の中核市との情
報交換を行った。また、都市自治体に共通する諸課題
について、共同で国への提言等を実施した。

（１）地方分権一括法の施行に伴い、条例制定等が円
滑に進められるよう、庁内調整を行った。
（２）県と新たな権限移譲について協議検討した。また、
中核市市長会等を通じ地方分権に関する要望等をし
た。
（３）中核市市長会での活動により、他の中核市との情
報交換を行った。また、都市自治体に共通する諸課題
について、共同で国への提言等を実施した。

（１）地方分権一括法の施行に伴い、条例制定等が円
滑に進められるよう、庁内調整を行った。
（２）県と新たな権限移譲について協議検討した。また、
中核市市長会等を通じ地方分権に関する要望等をし
た。
（３）中核市市長会での活動により、他の中核市との情
報交換を行った。また、都市自治体に共通する諸課題
について、共同で国への提言等を実施した。

千円

8,182総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 7,562

0.9

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
総経費に占める人件費の割合が高く、事業費は旅費や負担金等であるため、総経費の変動は少ない。

国の動向や中核市を取り巻く状況を注視し、地域の実情に応じた施策を展開できるよう、引き続き中核市・県内他都市等と連携して取り組む。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.5 0.5

8,228

00

千円6,576

666 671 661

7,562 7,511

5,964

8,228 8,182

6,625

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

8



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

2,734

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

448

1,669

0.2

1,048 1,676

1,6631,686

0.2 0.2 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
588

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

部長交際費のほか消耗品費（名刺用カード等）の支出を行う。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 16 項目番号

職員を対象に部の総務担当課として、総務部の事務を円滑に行うとともに他部の主管に属さない事
務を行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

4

事務事業名 一般事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

必要とする部局への名刺用カードの払い出し等 必要とする部局への名刺用カードの払い出し等
必要とする部局への名刺用カードの払い出し、課内消
耗品の調達等

千円

2,117総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,680

0.2

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

名刺用カードを必要とする部局からの要求枚数の増減等によるもの。
なお、令和４年度は事務効率化のため課内の消耗品費を一元化したため増となっている。

名刺用カードを一元的に購入・管理を継続することで、コスト削減や死蔵の防止の効果が期待できる。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

2,268

00

千円3,339

588 448

1,048

1,680
1,669

1,686

2,268
2,117

2,734

0

500

1,000
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令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

91

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

0

0

0.0

91 234

00

0.0 0.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
0

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

議会議員の議員報酬額及び常勤特別職員の給料の額に関し、市長の諮問に応ずるため、横須賀市特別職報酬等審議会を設置している。

その他 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 17 項目番号

市議会議員の報酬や市長等の常勤特別職員の給料の額に対する調査審議

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

1(2)①

事務事業名 給与費（特別職報酬等審議会委員） 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1

活動実績なし 活動実績なし 意見交換会開催（１回）

千円

0総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 0

0.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
近年未開催の状態が続いていたが、令和４年度においては11年ぶりに意見交換会を開催した。

今後の状況をふまえ、必要に応じて審議会を開催する。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

0

00

千円234

0 0

91

0 0

0

0 0
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

正規職員の休職者等が増加傾向にあるため代替となる会計年度任用職員も増加し、事業にかかる経費も増加している。
また、最低低賃金の上昇、給与額の改定等により給与額等が増えていることも増額の一因となっている。

正規職員の育児休業・病気休業・欠員等の状況に応じて、採用期間や採用条件を適切に見極めることにより、有効な会計年度任用職員制度
の運用を目指す。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

669,317

00

千円753,992

【会計年度任用職員採用試験の実施】
６月試験（市民部・育児休業等代替）
募集職種：5件　　応募者数36件
１月試験（全所属・育児休業等代替）
募集職種：83件　　応募者数287件

【期末手当の支給】
夏期　　141,911,093円　　1,253人
冬期　　189,920,639円　　1,240人

【育休等欠員代替フルタイム職員任用実績】
延945月

【会計年度任用職員採用試験の実施】
６月試験（市民部・育児休業等代替）
募集職種：5件　　応募者数27件
１月試験（全所属・育児休業等代替）
募集職種：82件　　応募者数237件

【期末手当の支給】
夏期　　173,304,837円　　1,095人
冬期　　191,423,058円　　1,159人

【育休等欠員代替フルタイム職員任用実績】
延963月

【会計年度任用職員採用試験の実施】
６月試験（市民部・育児休業等代替）
募集職種： 　5件　　応募者数 　22件
１月試験（全所属・育児休業等代替）
募集職種：　 93件　　応募者数　 241件

【期末手当の支給】
夏期　　   166,317,092円　　   1,077人
冬期　　   185,659,968 円　　  1,190人

【育休等欠員代替フルタイム職員任用実績】
延1,072月

千円

720,518総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,804

2.0

0

17 項目番号

正規職員（再任用職員含む）の育児休業および欠員等の代替として採用した会計年度任用職員に対
し、給料、手当及び報酬を適正に支給する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

1(3)ほか

事務事業名 会計年度任用職員に対する給与費等 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
652,513

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

【会計年度任用職員の任用】　育児休業及び欠員等の代替となる会計年度任用職員を、年２回程度一括募集し、育児休業等が発生した際に面接試
験等を行ったうえで採用する・その他ハローワークでの募集も行っている。
【会計年度任用職員の雇入健康診断の実施】　各所属が任用する会計年度任用職員の雇入健康診断を実施する。
【会計年度任用職員の給与の支給】　各所属から報告された勤務実績に応じて給料、手当及び報酬を支給する。

令和５年度 事務事業等の総点検

747,808

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

703,828

16,690

2.0

730,946 737,364

16,62816,862

2.0 2.0 人

実施分類

652,513

703,828

730,94616,804

16,690

16,862

669,317

720,518

747,808

600,000

620,000

640,000

660,000

680,000

700,000

720,000

740,000

760,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

11



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

年度により職員被服貸与規則に基づく貸与品目が異なるため、総経費も大きな増減がある。
貸与にあたっては、現在使用している被服で業務上支障がない職員には貸与しないことを令和２年度頃から徹底した結果、貸与数を減らすこと
が出来ている。

引き続き職員貸与規則に則り、被服の貸与を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.2 0.2 0.2

12,564

00

千円9,936

（１）職員への定期貸与の実施
　職員被服貸与規則に基づき、貸与品の種類、対象職
員によって、１～５年ごとに貸与する。
【主な購入品】
・制服（上衣）　　　　1,007,215円
・制服（ズボン）　　　　803,616円
・外套　　　　　　　　 　687,456円

（１）職員への定期貸与の実施
　職員被服貸与規則に基づき、貸与品の種類、対象職
員によって、１～５年ごとに貸与する。
【主な購入品】
・作業服（上衣）　　　　　　3,444,100円
・作業服（ズボン）　　　　　2,208,910円
・防寒衣（外套を含む）　　　803,902円

（１）職員への定期貸与の実施
　職員被服貸与規則に基づき、貸与品の種類、対象職
員によって、１～５年ごとに貸与する。
【主な購入品】
・作業服（上衣）　　　　897,600円
・作業服（ズボン）　　1,742,840円
・雨衣　　　　　　　　　　592,009円

千円

12,699総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,201

0.5

0

19 項目番号

職員に被服を貸与することによって、市職員としての意識を向上させるとともに作業による汚れの防
止や安全の確保を図る。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2

事務事業名 職員貸与被服関係 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当）

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
8,363

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

職員被服貸与規則に基づき、貸与品の種類、対象職員によって、１～５年ごとに貸与する。
また、作業内容に応じて、その他被服の貸出・保管替を行う。

令和５年度 事務事業等の総点検

9,968

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

9,163

3,536

0.3

6,402 6,430

3,5063,566

0.3 0.3 人

実施分類

8,363 9,163

6,402

4,201
3,536

3,566

12,564 12,699

9,968

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

12



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和４年度は前年度と比較して採用試験を多く実施したために、試験にかかる委託料が増えた。また、採用人数が増えたことに伴い、
採用者の健康診断費用も増額となった。

採用者数　令和３年度　  44名
　　　　　　　令和４年度　109名

自治体業務が複雑化する中、職員にはより高い能力が求められている。その中で、優秀な人材を獲得していくためには、市内外の学生等に幅
広くPRし、横須賀市を受験先として選んでもらう必要がある。
そのため、横須賀市独自の取り組みや、市職員としてのやりがいなど、本市で働く魅力をより強くアピールしていく。
また、優秀な人材を獲得していくため、採用試験における試験形式や面接・グループワークの内容について検討していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

20,157

00

千円23,071

採用試験の実施、各種セミナーや大学のＷＥＢ説明会への参加、採
用パンフレットの作成等を行った。

大学卒業程度の採用試験の日程を従来の６月に戻したことにより、
受験者数も従来の水準に戻った。
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、第１次試験を集合
での筆記試験ではなく、自宅で実施可能なＷＥＢ試験に変更した。

また、技術職の試験で教養試験を行わずに専門試験のみで受けら
れるようにしたり、職務経験者を対象とした一般事務職の試験は書
類選考と面接のみで行うなど、多様な人材の確保に努めた。

採用試験の実施、現地・ＷＥＢ両方の各種セミナーや説明会への参
加、採用パンフレットの作成等を行った。

採用試験については、前年度とほぼ同様の方法で行った。

採用活動については、学校や企業が主催する就活セミナーに現地・
ＷＥＢ問わず積極的に参加したり、市主催の就職説明会を現地・Ｗ
ＥＢの両方で開催したりと、市役所で働くことの魅力を伝えることにも
より力をいれ、幅広い周知活動を実施した。

採用試験の実施、現地・ＷＥＢ両方の各種セミナーや説明会への参
加、採用パンフレットの作成等を行った。

採用試験については、面接官の研修用のeラーニングコンテンツを
導入し、面接の質の向上を図った。

採用活動については、前年度同様に学校や企業が主催する就活セ
ミナーに現地・ＷＥＢ問わず積極的に参加したり、市主催の就職説
明会を現地・ＷＥＢの両方で開催したりと、市役所で働くことの魅力
を伝えることにもより力をいれた他、YouTubeを活用するなどさらに
幅広い周知活動を実施した。

千円

20,319総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,804

2.0

0

20 項目番号

退職者や組織改革などの状況を考慮し、一般職、資格職等の職員採用試験を必要に応じて実施し、
優秀な人材を確保することで適正な人事管理を行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

4

事務事業名 職員採用試験 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当）

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
3,353

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

優秀な人材を確保するため、近隣自治体等の採用試験実施状況も考慮し、職員採用試験を計画・実施している。
大卒程度の一般事務の試験では、SPIや若手職員による面接を取り入れている。また、技術職等は専門試験のみとして教養試験を行わず、職務経験者採用試験では書類選考と面接
のみで実施するなど、多様な人材の確保に努めている。
採用活動にあたっては、市HPやＳＮＳ等行政からの通知だけでなく、学校や企業が主催する就活セミナーに積極的に参加するほか、市主催の就職説明会を現地・ＷＥＢの両方で開催し
たりと、市役所で働くことの魅力を伝えることにもより力をいれ、幅広い周知活動を実施している。また、採用パンフレットの作成やyoutube広告の活用等を行い、見せ方の工夫も継続し
て行っている。

令和５年度 事務事業等の総点検

22,472

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

3,629

16,690

2.0

5,610 6,443

16,62816,862

2.0 2.0 人

実施分類

3,353 3,629
5,610

16,804 16,690

16,862

20,157 20,319 22,472

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

13



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和２年度は新型コロナウイルスの影響により、それまで対面実施を基本としていた研修は軒並み中止せざるを得ず、事業費は例年の半分以
下に止まった。
令和３年度にはｅラーニングを導入したため、システム導入、保守管理費およびコンテンツ購入により事業費が増加した。
令和４年度はＡＮＡ及び京急グループからの職員受け入れにかかる負担金について、職員研修費から支出することとなったことにより総事業費
としては大幅に増えたが、従来の職員研修にかかる費用としては、eラーニングシステムの利用料を通年で負担することとなった一方で初期投
資費用が皆減したほか、研修体系見直しの成果もありコロナ禍以前に比して縮小している。

民間企業等への職員派遣及び受け入れによる外部交流を継続し、職員と職場の活性化を図る。
職員の能力及び資質向上のため、研修の在り方（集合・ｅラーニング）を検討し、職員の負担を最小限に止め、最大の効果を発揮させる。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

23,719

888888

千円85,439

新型コロナウイルスによる研修の見直し
ｅラーニングシステムの導入、運用（10月～）
派遣職員の交代（全国市長会）
ＡＮＡグループからの職員受け入れ（新規・４名）
ＮＴＴからの職員受け入れ（新規・１名）

ｅラーニングシステムの運用
ＡＮＡグループからの職員受け入れ（継続・４名）
ＮＴＴからの職員受け入れ（継続・１名）
京急グループからの職員受け入れ（新規・３名）
新規研修の実施（３～５年目職員研修・中堅職員研修）

千円

34,811総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 17,663

2.0

859

21 項目番号

横須賀市の「目指すべき職員像」に必要な能力・姿勢を身につけること

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

5

事務事業名 職員研修事業 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当）

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

862

令和２年度決算区 分
6,056

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・民間企業等（ＡＮＡ、京急、ＮＴＴ、全国市長会）からの職員受け入れ
・基本研修（階層別研修、基礎研修）
・自由選択研修（業務研修、スキルアップ研修）
・派遣研修（市町村アカデミー、市町村研修センターほか）
・自己啓発支援、職場集合研修支援

令和５年度 事務事業等の総点検

82,689

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

17,259

17,552

2.0

64,939 67,923

17,51617,750

2.0 2.0 人

実施分類

6,056
17,259

64,939

17,663

17,552

17,750

23,719

34,811

82,689

0
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令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

14



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

81,411

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

59,212

21,190

2.0

60,063 69,777

21,05721,348

2.0 2.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

2,951

令和２年度決算区 分
51,693

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

労働安全衛生法

定期健康診断等の実施
感染症予防接種等の実施
保健指導・相談等の実施
産業医の配置

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 22 項目番号

労働安全衛生法第66条に基づき、事業主の責務として、市職員に定期健康診断や、他の健康診断
健康診断を実施する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

6(1)～(6)(8)(9)

事務事業名 職員の健康管理 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当課）

2 項 1

（１）定期健康診断等の実施
　事業主の責務として職員に健康診断を実施。
　・定期健康診断
　　受診者数　　　　　　3,008人
　・特別健康診断
　　受診者数　　　  　　  521人

（２）感染症予防接種等の実施
　・B型肝炎接種人数　　91人
　・破傷風接種人数　　　53人

（１）定期健康診断等の実施
　事業主の責務として職員に健康診断を実施。
　・定期健康診断
　　受診者数　　　　　　3,007人
　・特別健康診断
　　受診者数　　　  　　  875人

（２）感染症予防接種等の実施
　・B型肝炎接種人数　 　67人
　・破傷風接種人数　　 109人

（１）定期健康診断等の実施
　事業主の責務として職員に健康診断を実施。
　・定期健康診断
　　受診者数　　　　　　3,094人
　・特別健康診断
　　受診者数　　　  　　  883人

（２）感染症予防接種等の実施
　・B型肝炎接種人数　 　30人
　・破傷風接種人数　　　57人

千円

80,402総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 15,943

1.0

2,439

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和２年度決算が他年度に比較して総経費が減っているのは、健診会場での密を避けるため、受診免除者を多く募った結果、受診者数が減少
したこと、またそれに加え特別健康診断について、半年毎に年２回実施するところ緊急事態宣言により延期となり、１回の実施にとどまったため
である。なお、令和３年度・令和４年度は通常どおりの健診回数を実施できた。

※なお、決算説明資料の「職員安全衛生経費」は本事業と別の事務事業である「職員の安全衛生」の二つの事業からなっている。また、両方の
事業費を併せても決算説明資料の金額と合致しないのは、産業医等の給与費が決算説明資料に含まれていないため。

事業としては、事業主として実施が義務付けられているものがあるため、継続しなければならない。

 再任用職員（短時間を含む） 人1.0 0.3 0.3 0.3

67,636

2,9112,931

千円90,834

51,693
59,212 60,063

15,943

21,190 21,348

67,636
80,402 81,411

0
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円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和３年度から追録の購入を取りやめたため、決算額が減少した。

法令に定められているとおり職員の職場における安全・衛生を確保することは必要不可欠であり、今後も継続して行う。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.2 0.2 0.2

4,391

00

千円3,874

（１）安全衛生委員会運営事務
・委員会６回、現場視察２回（４か所）、安全衛生委員会
連絡協議会２回

（２）安全衛生意識啓発
・安全管理者選任時研修への派遣（１名）

（１）安全衛生委員会運営事務
・委員会11回、安全衛生委員会連絡協議会２回

（２）安全衛生意識啓発
・衛生管理者資格取得のための試験への派遣（１名）
・安全管理者選任時研修への派遣（２名）

（１）安全衛生委員会運営事務
・委員会11回、安全衛生委員会連絡協議会２回

（２）安全衛生意識啓発
・衛生管理者資格取得のための試験への派遣（４名）
・安全衛生委員会委員講習会の実施

千円

3,666総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,201

0.5

0

23 項目番号

職場における職員の安全と衛生（健康）確保のため。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

6（７）

事務事業名 職員の安全衛生 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当）

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
190

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

労働安全衛生法

安全衛生意識の啓発と職員安全衛委員の運営及び11ある事業場職員安全衛生委員会の連絡協議会の運営を行う。

令和５年度 事務事業等の総点検

3,781

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

130

3,536

0.3

215 368

3,5063,566

0.3 0.3 人

実施分類

190 130 215

4,201

3,536 3,566

4,391 3,666 3,781
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費
［
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円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

25,428

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

23,320

2,504

0.3

22,899 22,899

2,4942,529

0.3 0.3 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
22,202

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

地方公務員法

福利厚生事業として、文化体育奨励事業、ベネフィット・ステーション事業、カフェテリアプラン助成事業、その他の事業として、指定店、団体扱保険、損
害保険、公務員賠償責任保険、団体保険、火災保険、財形貯蓄などを実施している。なお、職員厚生会では、市からの交付金のほか会員からの会費
を財源とした独自事業として、贈与金給付事業や生活資金貸付事業も行っている。

その他 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 23 項目番号

地方公務員法第42条の規定に基づき、地方公共団体が計画・実施する職員の保健、元気回復を図
る事業を実施するため、横須賀市職員厚生会に交付金を支出する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

7

事務事業名 職員厚生会交付金 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当）

2 項 1

職員厚生会が実施するレクリエーション等の交付金対象事業に対
し、助成を行った。
※一般会計分職員数:（総会員数3,235人のうち一般会計2,920人）

【交付額は①】

①交付金充当対象事業費用（予算額）:49,193,000円
　当初交付額（一般会計分）:49,193,000 ×2,920/3,235 × 1/2 ＝
22,202,000円

②交付金充当対象事業費用（決算額）:43,294,137円
　本来交付額（一般会計分）:43,294,137 ×2,920/3,235 ＝
39,078,480円

③精算額:  0円　（① ＜ ② ）

職員厚生会が実施するレクリエーション等の交付金対象事業に対
し、助成を行った。
※一般会計分職員数:（総会員数3,634人のうち一般会計3,309人）、
フルタイムの会計年度任用職員も加入可

【交付額は①】

①交付金充当対象事業費用（予算額）51,220,000円
　当初交付額（一般会計分）:51,220,000 ×3,309/3,634 × 1/2 ＝
23,320,000円

②交付金充当対象事業費用（決算額）:39,707,692円
　本来交付額（一般会計分）:39,707,692 ×3,309/3,634 ＝
36,156,508円

③精算額:  0円　（① ＜ ② ）

職員厚生会が実施するレクリエーション等の交付金対象事業に対
し、助成を行った。
※一般会計分職員数:（総会員数3,488人のうち一般会計3,168人）、
フルタイムの会計年度任用職員も加入可（234人加入を含む）

【交付額は①】

①交付金充当対象事業費用（予算額）50,424,000円
　当初交付額（一般会計分）50,424,000 ×3,168/3,488 × 1/2（査
定） ＝ 22,899,000円

②交付金充当対象事業費用（決算額）37,765,695円
　交付額（一般会計分）37,765,695×3,168/3,488≒ 34,300,954円

③精算額:  0円　（① ＜ ② ）

千円

25,824総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 2,521

0.3

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

従前より、職員厚生会交付金は、交付対象事業費用（厚生費用及び一般管理費）の予算額の1/2相当額（他の1/2は会員掛金）としており、不
用額は職員厚生会から市へ戻入してきた。
令和２年度からは、市の財政状況等を鑑み、交付額を更に１/2の削減としている。（令和５年度までの予定）
なお、不足額は、職員厚生会の欠損金補填積立金（内部留保）で補った。

福利厚生事業の継続に不可欠であるため、今後も継続して行う。
交付金額については、事業への影響を踏まえつつ、慎重に検討を進める。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

24,723

00

千円25,393

22,202

23,320 22,899

2,521

2,504
2,529

24,723 25,824 25,428
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22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

104,283

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

215,952

8,345

1.0

95,852 97,099

8,3148,431

1.0 1.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
91,080

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

庶務事務システムの新規導入（令和２年度から３年度で構築し、令和４年１月から稼働）
人事給与システムおよび庶務事務システムを安定的に運営するため、保守管理や運用支援委託、機器リース等を行う。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 24 項目番号

人事給与システム等の利用により、人事担当課および全庁職員の人事・給与関係事務の適正化・効
率化を図る。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

8

事務事業名 人事給与システム等運営管理費 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1

人事給与システムおよび時間外システムの保守管理
や運用支援委託、機器リース等、システムの運営管理
に必要な経費の支払

会計年度任用職員制度に対応するためのシステム改
修の実施

庶務事務システムを新たに導入するためのシステム構
築の開始

新人事給与システム及び庶務事務システム（新システ
ム稼働前までは旧人事給与システム及び時間外シス
テム）の保守管理や運用支援委託、機器リース等、シ
ステムの運営管理に必要な経費の支払

庶務事務システムを新たに導入するためのシステム構
築の継続実施（令和３年12月まで）

庶務事務システム導入による効果測定
職員の作業時間削減13,451時間/年間（出退勤、年末
調整、休暇申請、旅費申請、給与明細配布等の電子化
による業務効率化）
紙の削減74,428枚/年間

問い合わせの多い操作を中心としたマニュアルの充実

千円

224,297総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,402

1.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和４年１月からの稼働に向け、庶務事務システムの構築業務委託料を計上したことにより、令和３年度は総経費が増大した。
令和４年度以降は適正なランニングコストで維持していく。

庶務事務システムの導入により、全庁的な労務管理の適正化や事務処理の効率化、ペーパレス化、職員の負担軽減を推進する。
運用ルールやマニュアルの見直しなどを継続して行っていく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

99,482

00

千円105,413

91,080

215,952

95,852

8,402

8,345

8,43199,482
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104,283
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事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

17,796

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

300

16,690

2.0

934 970

16,62816,862

2.0 2.0 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
162

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

地方公務員法第６条、第23条第1項、第23条の２第1項

人材育成基本方針に基づく事業の実施
人事評価制度の見直し、運用
人事制度の見直し、運用

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 令和７年度 （サンセット）

分野別計画
人材育成基本方針

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 25 項目番号

より質の高い行政サービスを効率的に市民に提供するために、市政を担う職員の意欲と能力を最大
限に引き出すことができるよう、すべての職員を対象として人事制度を適正に運用する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

9(1)

事務事業名 人事制度関係事務経費 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当）

2 項 1

（１）人事制度の運用
・ＦＡ制度、専任職制度の実施
・庁内公募の実施
・マネジメントサポート制度全庁試行実施
・オフィス改革の推進

（２）人事評価制度の運用
・新たな人事評価制度の実施

（１）人事制度の運用
・ＦＡ制度、専任職制度の実施
・働きがい調査の実施
・人材育成基本方針の改定

（２）人事評価制度の運用
・人事評価制度の運用、見直し

（１）人事制度の運用
・ＦＡ制度、専任職制度の実施
・人事・給与制度改革の推進

（２）人事評価制度の運用
・部長級職員を対象とした人事評価制度の見直し及び試行
運用
・評価者対象研修の実施
・現行人事評価制度の運用、見直し

千円

16,990総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,804

2.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和３年度については、令和２年度途中から、人材育成分野において専門的な知識、経験等を有する者から必要な助言等を受けるために人材
育成アドバイザーを任用したため、事業費が増加した。
令和４年度については、より納得度の高い人事評価制度を運用するために、令和４年度から評価者の質の向上を目的とした研修（新任課長対
象1回、全部長対象２回）を実施したため、事業費が増加した。

より質の高い行政サービスを効率的に市民に提供するために、人事制度の運用は必要不可欠であるため、引き続き事業を継続していく。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

16,966

00

千円17,598

162 300 934
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

15,792

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

158

15,472

1.5

231 289

15,39915,561

1.5 1.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

2,954

令和２年度決算区 分
307

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

地方公務員法第43条、地方公務員等共済組合法

神奈川県市町村職員共済組合の行う「短期給付事業(健康保険）」・「長期給付事業(年金)」・「福祉事業」において、組合員が必要とする各種手続きな
どの事務連絡を行う。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 25 項目番号

社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員およびその家族の生活の安定と福祉の向上に
寄与するとともに、職務の能率的運営に資することを目的とする。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

9(2)

事務事業名 神奈川県市町村職員共済組合との連絡に要する経費 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1

【長期給付処理件数】　　　　　273件
【短期給付処理件数】　　　　1,073件
（主な給付）
　・限度額適用認定証申請　　108件
　・育児休業手当金等給付　　720件
　・傷病手当金給付　　　　　　 　54件
【資格異動等処理件数】　　 1,145件
【福祉事業関係処理件数】
　・人間ドック申込処理　　　1,177件
　・遺族共済年金補完事業
　　　　　保険請求処理　　　　　76件

【長期給付処理件数】　　　　　375件
【短期給付処理件数】　　　　1,163件
（主な給付）
　・限度額適用認定証申請　　128件
　・育児休業手当金等給付　　732件
　・傷病手当金給付　　　　　　138件
【資格異動等処理件数】　　 1,449件
【福祉事業関係処理件数】
　・人間ドック申込処理　　　1,202件
　・遺族共済年金補完事業
　　　　　保険請求処理　　　　　52件

【長期給付処理件数】　　　　　293件
【短期給付処理件数】　　　　1,291件
（主な給付）
　・限度額適用認定証申請　　142件
　・育児休業手当金等給付　　823件
　・傷病手当金給付　　　　　　 114件
【資格異動等処理件数】　　 1,753件
【福祉事業関係処理件数】
　・人間ドック申込処理　　　1,357件
　・遺族共済年金補完事業
　　　　　保険請求処理　　　　143件

千円

15,630総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 15,422

1.5

2,819

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

特別支給の老齢厚生年金の受給開始年齢の段階的な引き上げにより、年金請求にかかる事務処理件数は徐々に減少傾向である一方、健康
保険給付にあたる短期給付処理件数については、育児休業の取得件数の増加や取得期間の延長化、また病気休職にかかる傷病手当金の申
請件数の増加に伴い増加傾向にあり、事務手続きについても、年々煩雑になってきている。
令和４年度は、新たに約500名の会計年度任用職員が共済短期組合員となったため、資格異動処理や、人間ドック・貯金加入といった福祉事業
にかかる諸手続きも増大した。また、新型コロナウイルス感染症にかかる遺族共済年金補完事業の保険請求処理が急増した。常に一定数の
事務手続きを要するため、本事業にかかる経費は、ほぼ必要な人件費が占めている。

育児休業、病気休職などの休業給付金の手続きは、今後も需要が拡大するものと思われる。加えて、令和４年10月からは短時間勤務職員（再
任用職員および臨時職員）の共済組合短期給付（健康保険）の適用が拡大し、組合員数がさらに増加し、全体の事務処理件数も増大した。会
計年度任用職員等の資格異動については、採用から資格取得、そして退職までの情報連携を的確に行うことで、円滑な事務処理を目指す。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

15,729

2,9282,914

千円15,688
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事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
法及び条例に基づき事務を執行しているため、大きな変動は無し。

法及び条例に基づき事務を執行しているため、見直しは困難である。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.1 0.2 0.2 0.2

2,624

00

千円3,952

給付対象者２名に遺族補償年金、および遺族特別給付金を
支出
・遺族補償年金　　　1,062千円
・遺族特別給付金　   212千円

給付対象者２名に遺族補償年金、および遺族特別給付
金を支出
・遺族補償年金　　　1,062千円
・遺族特別給付金　   212千円

給付対象者２名に遺族補償年金、および遺族特別給付
金を支出
・遺族補償年金　　　1,059千円
・遺族特別給付金　   212千円

千円

3,976総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,350

0.1

0

25 項目番号

通勤災害により死亡した非常勤職員に対し、当該災害によって生じた損害を補償すると共に必要な
福祉事業を行い、遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

9(3)

事務事業名 非常勤職員公務災害補償実施事業 所管部課名
総務部

人事課（人材育成担当課）

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
1,274

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

地方公務員災害補償法、横須賀市非常勤特別職員公務災害補償条例

遺族補償年金の給付
遺族特別給付金の給付

令和５年度 事務事業等の総点検

3,994

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

1,274

2,702

0.2

1,271 1,277

2,6752,723

0.2 0.2 人

実施分類

1,274 1,274 1,271
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2,702 2,7232,624
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
事業費については、年度間の増減はあるものの、必要最低限の経費となっている。

今後も、「横須賀市障害者活躍推進計画」に基づき、法定雇用率の達成はもちろん、障害の有無にかかわらず、職員がそれぞれの能力を発揮
し、共に生き生きと働くことのできる職場環境を整備するための取り組みを推進する。
令和５年度以降については、正規職員及び会計年度任用職員の採用試験を継続的に実施すること、庁内に向けての啓発研修の充実などを予
定している。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

4,261

00

千円4,270

「横須賀市障害者活躍推進計画」に基づき、「障害者雇
用促進ワーキングチーム」において庁内で連携し取り
組みを推進した。
・正規職員採用試験の年齢制限を撤廃
・会計年度任用職員の採用試験を実施
・庁内啓発として、管理職を対象とした研修を行い、庁
内報を発行

・令和２年６月１日現在　2.45％
　（法定雇用率　2.5％）

「横須賀市障害者活躍推進計画」に基づき、「障害者雇
用促進ワーキングチーム」において庁内で連携し取り
組みを推進した。
・正規職員採用試験の受験対象を身体・知的・精神障
害者に拡大
・会計年度任用職員の採用試験の受験対象を身体・知
的・精神障害者に拡大
・庁内啓発研修を行い、庁内報を発行
・知的・精神障害者の職場体験実習を試験実施

・令和３年６月１日現在　2.81％
　（法定雇用率　2.6％）

「横須賀市障害者活躍推進計画」に基づき、「障害者雇
用促進ワーキングチーム」において庁内で連携し取り
組みを推進した。
・正規職員採用試験の受験対象を身体・知的・精神障
害者として継続実施
・会計年度任用職員の採用試験の受験対象を身体・知
的・精神障害者として継続実施
・庁内啓発研修を行い、庁内報を発行
・知的・精神障害者の職場体験実習を試験実施

・令和４年６月１日現在　2.84％
　（法定雇用率　2.6％）

千円

4,226総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,201

0.5

0

25 項目番号

「横須賀市障害者活躍推進計画」に基づき、障害のある職員の活躍の推進と、法定雇用率の達成に
向けた雇用の促進を図る。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

9(4)

事務事業名 障害者雇用促進に関する取り組み 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
60

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

障害者雇用促進法

障害のある職員ひとりひとりの長期定着や、その障害特性や個性に応じて、能力を有効に発揮できる職場環境を整えるため、職員の業務上必要な要
約筆記等の配置や、庁内研修を実施する。

令和５年度 事務事業等の総点検

4,244

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

53

4,173

0.5

28 113

4,1574,216

0.5 0.5 人

実施分類

60 53 28

4,201 4,173 4,216
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

事務費等の内部管理経費については、年度間の増減はあるものの、必要最低限の経費となっている。
令和３年度に予算計上したＡＮＡからの研修派遣職員受入にかかる負担金を令和４年度から職員研修費に予算計上したことに伴い、事業費が
減額した。
また、令和４年度は当初予定していなかった職員の公務災害等に起因する後遺障害に対する見舞金を支出している。

人事・給与管理を適正に実行するうえで必要な職員数については、毎年度検討する必要があるが、人事給与制度改革、定年延長等の山積す
る課題に対応するため、当面は現状維持を見込んでいる。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

93,440

00

千円93,701

職員の任免・服務、給与支払業務等（特別職報酬等審
議会委員事務含む）の人事・給与管理を適正に実行し
た。

職員の任免・服務、給与支払業務等（特別職報酬等審
議会委員事務含む）の人事・給与管理を適正に実行し
た。

職員の任免・服務、給与支払業務等（特別職報酬等審
議会委員事務含む）の人事・給与管理を適正に実行し
た。

千円

116,486総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 91,582

10.9

0

25 項目番号

人事・給与管理に必要な業務を適正に行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

9(6)

事務事業名 その他事務費等 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1 目 2 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
1,858

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

職員の任免・服務、給与支払業務等、事業費予算に反映しない人事課職員に係る人件費及び職員証作成業務等に係る需用費・旅費等の事務費

令和５年度 事務事業等の総点検

94,673

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

25,525

90,961

10.9

2,775 3,078

90,62391,898

10.9 10.9 人

実施分類

1,858

25,525

2,775

91,582

90,961

91,898

93,440

116,486

94,673

0
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40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

27,613

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

13,619

3,338

0.4

20,481 23,289

7,0127,132

0.6 0.6

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
15,056

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

庁内事務用の印刷室等の複写機借上で集中管理を行うこと。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 28 項目番号

部の総務事務担当課として他部課の主管に属さない事務を効率的に行うこと。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(1)

事務事業名 複写機等管理事務 所管部課名
総務部

総務事務担当課

2 項 1

ー ー
大量に印刷を必要とする課等への印刷機の利用提供
及びカラーコーピーやスキャナ機能等のある複写機の
利用提供を行った。

千円

16,957総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 3,361

0.4

0

人

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
ー

ー

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.4 0.4

18,417

00

千円30,301

15,056 13,619

20,481

3,361
3,338

7,132

18,417
16,957

27,613

0
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30,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

151,040

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

166,626

9,027

0.4

142,100 160,175

8,9038,940

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

5,689

令和２年度決算区 分
156,462

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

本庁舎から発送・収受される文書についての経費負担、仕分け作業、切手等の管理。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 28 項目番号

横須賀市役所における文書の収受・発送関係の業務を行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(2)

事務事業名 郵便関係事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

（１）後納郵便、切手、各種小荷物等
（２）メール便
（３）官庁速報、47行政ジャーナルの利用他

（１）後納郵便、切手、各種小荷物等
（２）メール便
（３）官庁速報、47行政ジャーナルの利用他

（１）後納郵便、切手、各種小荷物等
（２）メール便
（３）官庁速報、47行政ジャーナルの利用他

千円

175,653総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,765

0.4

5,404

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

郵便関係の経費については総務部でコントロールできるものではなく、各所管部局の事業内容によって大幅に増減が発生するものである。特
に令和３年度においては市長選挙があったため大幅増となった。

市役所内部における業務であり、郵便予算の管理や支出を含め調整等を職員が行う必要がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

165,227

5,5775,568

千円169,078

156,462 166,626
142,100

8,765
9,027

8,940

165,227
175,653

151,040
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令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

公文書等の廃棄量は、廃棄文書の量が常に一定でないことから、年ごとに増減する傾向が見られる。
事業費も廃棄量と相関関係にある。

公文書管理は、市の事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証できるようにするため、今後も継続していく必要がある。
公文書廃棄は、書庫の確保及び個人情報の漏えい防止等のため、今後も適正に行っていく必要がある。なお、将来的にはペーパーレス化によ
る廃棄量の減少が見込まれる。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

10,956

00

千円10,445

公文書廃棄量　96.12t
電子記録媒体廃棄量　300kg
湘南九市文書事務研究会
　　総会１回及び定例研究会１回
（新型コロナウイルス感染予防のため、すべて書面開
催）

公文書廃棄量　85.18t
電子記録媒体廃棄量　250kg
湘南九市文書事務研究会
　　総会１回及び定例研究会１回
（新型コロナウイルス感染予防のため、すべて書面開
催）

公文書廃棄量86.83ｔ
電子記録媒体廃棄量140kg
湘南九市文書事務研究会
　　総会１回及び定例研究会１回
（新型コロナウイルス感染予防のため、すべて書面開催）

千円

9,968総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 9,242

1.1

0

29 項目番号

公文書を適正に管理、廃棄することにより、事務事業の効率的な運営及び事務室等の執務環境の改善を図る。
公文書の適正な管理体制を確保し、情報公開に適切に対応することにより、市の事務及び事業に係る説明責任を全
うする。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(3)

事務事業名 文書管理事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
1,714

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

公文書等の管理に関する法律第34条

①公文書廃棄の実施　②第１種及び第２種公文書引継ぎの実施　③文書管理システム関係事務　④LGWAN関係事務
⑤湘南九市文書事務研究会関係事務

令和５年度 事務事業等の総点検

10,171

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

1,623

8,345

1.0

1,740 2,131

8,3148,431

1.0 1.0 人

実施分類

1,714 1,623 1,740

9,242
8,345 8,431

10,956

9,968 10,171
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

39,843

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

4,375

35,094

4.1

4,375 4,451

34,99235,468

4.1 4.1 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

879

令和２年度決算区 分
4,319

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

①　各部局からの条例案、規則案等を審査する。
②　地方財務実務提要ほか３件の加除式の追録購入
③　判例地方自治ほか１件の定期購読している雑誌の購入
④　官報の購入
⑤　弁護士に相談を行いスムーズな解決・対応を図るとともに、訴訟事件等につき裁判所での傍聴、資料の収集その他訟務事務を行う。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 29 項目番号

条例等の制定、改正及び廃止に当たって、制度の趣旨を反映し、法的に誤りのない改正等を行うこと
ができるように、事前相談、法規審査及び決裁管理を行う。
行政上の法律問題及び訴訟事件等が提起された場合における行政活動の円滑な遂行の支援を行
う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(4)

事務事業名 法規訟務事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

【条例等の審査】　640件
　条例の審査　63件
　規則の審査　93件
　その他（告示、公告等）の審査　484件

【訴訟件数】　19件
　最高裁判所　１件
　東京高等裁判所　２件
　東京地方裁判所　１件
　横浜地方裁判所　２件
　横浜地方裁判所横須賀支部　11件
　横須賀簡易裁判所　２件

【条例等の審査】　719件
　条例の審査　82件
　規則の審査　125件
　その他（告示、公告等）の審査　512件

【訴訟件数】　20件
　東京高等裁判所　１件
　東京地方裁判所　１件
　横浜地方裁判所　５件
　横浜地方裁判所横須賀支部　12件
　横須賀簡易裁判所　１件

【条例等の審査】　697件
　条例の審査　51件
　規則の審査　116件
　その他（告示、公告等）の審査　530件

【訴訟件数】　16件
　東京高等裁判所　１件
　東京地方裁判所　１件
　横浜地方裁判所　３件
　横浜地方裁判所横須賀支部　９件
　横須賀簡易裁判所　２件

千円

39,469総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 35,318

4.1

870

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和２年度は、前年度より訴訟件数、法務相談件数が増加し、条例等の改正等の内容が複雑化したことにより、業務量が増加したため、課内
の事務分担の見直しを行った結果、人件費が増加している。
令和３年度は、前年度より審査件数は増加したものの、職員は増員せずに対応したため、人件費に変動はない。
令和４年度は、審査件数等が前年度と概ね変わらなかったため、人件費に変動はない。

担当課が実施したいことの法的な妥当性の確認や文書化をサポートすることが業務のため、各担当間で意見交換を行ったり、研修等を受講す
るなどして、担当個々人の知識を増やしていく必要がある。
業務内容自体の変更は必要ないと考える。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

39,637

905901

千円39,443

4,319 4,375 4,375

35,318 35,094 35,468

39,637 39,469 39,843
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

市報の発行に係る業務委託料については、ページ単価により契約しており、発行するページ数は年度ごとに異なるため、総経費は増減してい
る。

市報の発行は、条例等の公布をするに当たっての公式文書としての意味があるため、継続する必要があると考える。
また、原則ホームページに掲載することとして発行部数を減らすこととし、令和元年度から委託料の見直しを行っており、これ以上の減額は難し
いものと考える。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

7,525

00

千円8,661

【市報発行回数】　53回
　定期号　24回
　号外　　 27回
　財政事情　２回

【市報発行部数】
　定期号　28部
　号外　　 28部
　財政事情　25部

【市報発行ページ数】　706ページ
　
【市例規集の追録の作成数】　30部

【市報発行回数】　57回
　定期号　24回
　号外　　 31回
　財政事情　２回

【市報発行部数】
　定期号　26部
　号外　　 26部
　財政事情　25部

【市報発行ページ数】　1049ページ
　
【市例規集の追録の作成数】　30部

【市報発行回数】　49回
　定期号　24回
　号外　　 23回
　財政事情　２回

【市報発行部数】
　定期号　26部
　号外　　 26部
　財政事情　25部

【市報発行ページ数】　747ページ
　
【市例規集の追録の作成数】　30部

千円

7,994総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 3,361

0.4

0

29 項目番号

①　条例、規則等の公布のため、横須賀市報を発行する。
②　例規改正に伴う市例規集の追録を発行する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(5)

事務事業名 市報・市例規集発行業務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
4,164

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

地方自治法第16条第２項及び第243条の３第１項

①　横須賀市報の発行
　　 定期号を毎月10日、25日に発行し、必要に応じて号外を発行する。
②　市例規集追録の発行
　　 市例規集は例規データベースへ移行済であるが、年１回追録を20部作成し、データベース以外の利用にも供する。

令和５年度 事務事業等の総点検

7,785

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

4,656

3,338

0.4

4,413 5,335

3,3263,372

0.4 0.4 人

実施分類

4,164 4,656 4,413

3,361
3,338 3,372

7,525
7,994 7,785

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

28



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

業者への委託料は、例規データベースの更新回数にかかわらず定額であるため、基本的には増減は生じないが、令和３年度から、例規データ
ベースの管理をこれまでのサーバ運用からＬＧＷＡＮ運用に変更し、さらに要綱の例規データベースへの搭載を中止したため、総経費が減額と
なっている。

横須賀市の条例等のルールを一括して提示することにより、職員にとっては調査しやすくなる。
また、当該データベースは市民もHPから利用することができるため、市民にとっても手続等の準備がしやすくなり、例規データベースの運用自
体は有益であると考える。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

10,177

00

千円8,556

例規データベースの更新　１回 例規データベースの更新　１回 例規データベースの更新　２回

千円

8,522総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,680

0.2

0

29 項目番号

本市の条例等だけでなく、法令もデータベースに取り込み、これらをリンクした内容を容易に検索でき
ることにより、全庁において、法令と条例等との関係を把握しやすくする。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(6)

事務事業名 例規データベース運用事業 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
8,497

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

①　条例、規則等の制定等を適正にデータベースに反映する。
②　例規の内容の検索を容易にし、法令等の改正等に適正に対応する。
③　ホームページ上で条例等の閲覧を可能にする。

令和５年度 事務事業等の総点検

8,572

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

6,853

1,669

0.2

6,886 6,893

1,6631,686

0.2 0.2 人

実施分類

8,497
6,853 6,886

1,680

1,669 1,686

10,177

8,522 8,572

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

29



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

31,709

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

16,674

15,460

1.5

16,156 16,760

15,38115,553

1.5 1.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

2,942

令和２年度決算区 分
17,328

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

各金融機関等で収納した公金の集計業務を外部委託する。

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込 なし

分野別計画

目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 31 項目番号

各金融機関等で収納した公金を正確に集計し、適正な公金管理を行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(1)

事務事業名 収納金集計業務委託事業 所管部課名
総務部

会計課

2 項 1

・外部委託により、金融機関から持ち込まれた領収済
通知書の内容を収納担当課の収納額として反映させる
ため、領収済通知書を機械処理して電子データ化し
た。令和2年度の領収済通知書年間枚数、約111万枚

・外部委託により、金融機関から持ち込まれた領収済
通知書の内容を収納担当課の収納額として反映させる
ため、領収済通知書を機械処理して電子データ化し
た。令和3年度の領収済通知書年間枚数、約104万枚

・外部委託により、金融機関から持ち込まれた領収済
通知書の内容を収納担当課の収納額として反映させる
ため、領収済通知書を機械処理して電子データ化し
た。令和4年度の領収済通知書年間枚数、約98万枚

千円

32,134総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 17,926

1.8

2,802

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
外部委託３年目となり、処理件数は平準化している

現状維持

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

35,254

2,9102,906

千円32,141

17,328 16,674 16,156

17,926
15,460 15,553

35,254

32,134 31,709

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

30



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和２年度から「本庁舎派出窓口経費の指定金融機関への支払い」を開始し総経費増となったは、その他の経費は平準化している

現状維持

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

13,906

00

千円17,368

口座振替に関する手数料の金融機関への支払い等を
行った

口座振替に関する手数料の金融機関への支払い等の
ほか、本庁舎派出窓口経費の指定金融機関への支払
いを行った

口座振替に関する手数料の金融機関への支払い等の
ほか、本庁舎派出窓口経費の指定金融機関への支払
いを行った

千円

16,592総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 1,680

0.2

0

31 項目番号

市民からの納付に関し金融機関へ支払う手数料等について、一般会計分を取りまとめ、支払いを行う

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(2)

事務事業名 口座振替等収納事業 所管部課名
総務部

会計課

2 項 1 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 なし

分野別計画

市単 受益者負担 なしその他 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
12,226

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・口座振替に関する手数料の金融機関への支払い
・振込不能に関する手数料の金融機関への支払い
・出先機関の公金集金に関する手数料の金融機関への支払い
・本庁舎派出窓口経費の指定金融機関への支払い

令和５年度 事務事業等の総点検

16,866

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

14,923

1,669

0.2

15,180 15,705

1,6631,686

0.2 0.2 人

実施分類

12,226
14,923 15,180

1,680

1,669 1,686

13,906

16,592 16,866

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

31



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
各課から返納された物品の量により経費が変動している。

現状維持

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

21,023

00

千円34,835

特になし（内部管理経費のみ） 特になし（内部管理経費のみ） 特になし（内部管理経費のみ）

千円

17,028総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 5,881

0.7

0

32 項目番号

返納された物品を適正に処分する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(3)

事務事業名 返納物品処分委託事業 所管部課名
総務部

会計課

2 項 1 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 なし

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
15,142

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

廃棄物処理業者への委託により処分を実施する。

令和５年度 事務事業等の総点検

23,390

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

11,186

5,842

0.7

17,488 29,015

5,8205,902

0.7 0.7 人

実施分類

15,142

11,186

17,488

5,881

5,842

5,90221,023

17,028

23,390

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

32



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

14,462

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

97

14,187

1.7

129 146

14,13414,333

1.7 1.7 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
99

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

地方自治法第235条の４、第241条第２項

１　公金管理にかかる庁内組織を運営し、公金の管理、運用についての情報を共有する。
２　金融機関の経営状況の把握、分析を行う。
３　金融情勢の変化に対応するため、経済情報誌等から情報収集を行う。
４　公金管理や資金運用に関する各種研修会への参加等により、職員の専門知識を養う。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 なし

分野別計画

目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 32 項目番号

金融情勢の変化に対応する公金保護対策を講じることを目的とした諸施策を実施する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(4)

事務事業名 公金保護対策事業 所管部課名
総務部

会計課

2 項 1

前年度までの方向性を継続し、公金管理に係わる庁内
組織である資金連絡会議を開催し、公金の管理運用に
ついての情報を各会計の管理者で共有し、公金保護を
図った。

前年度までの方向性を継続し、公金管理に係わる庁内
組織である資金連絡会議を開催し、公金の管理運用に
ついての情報を各会計の管理者で共有し、公金保護を
図った。

前年度までの方向性を継続し、公金管理に係わる庁内
組織である資金連絡会議を開催し、公金の管理運用に
ついての情報を各会計の管理者で共有し、公金保護を
図った。

千円

14,284総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 16,804

2.0

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
資金連絡会議により、公金の管理運用についての情報を各会計の管理者で共有し、公金保護を図られた。

現状維持

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

16,903

00

千円14,280

99 97 129

16,804
14,187 14,333

16,903

14,284 14,462

0
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10,000
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14,000

16,000

18,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

6,503

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

453

6,897

0.5

438 650

6,0316,065

0.4 0.4 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

2,724

令和２年度決算区 分
656

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

１　市役所の各窓口で仮受付した口座振替依頼書を取りまとめて内容をチェックし、金融機関へ提出する。
２　市役所の各窓口で受付したペイジー口座振替契約申込票（キャッシュカードを使用した受付用）等を取りまとめて担当課へ送付する。
３　高齢や障害などの事情により金融機関や市役所へ行くことが困難な人に対して、口座振替依頼書の郵便サービスと依頼人の家へ
　出向いて依頼書の受付を行うサービスを実施する。
４　口座振替加入促進のための啓発活動を実施する。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 なし

分野別計画

目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 32 項目番号

市税及び諸料金の口座振替の加入促進と市民の利便性向上を図るため口座振替手続の支援を行
う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(5)

事務事業名 口座振替手続支援事業 所管部課名
総務部

会計課

2 項 1

口座振替の新規加入件数　25,898 口座振替の新規加入件数　26,060 口座振替の新規加入件数　24,799

千円

7,350総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 6,798

0.5

2,597

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
口座振替について一定の新規加入を確保している

現状維持

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

7,454

2,7052,693

千円6,681

656 453 438

6,798 6,897
6,065

7,454 7,350

6,503

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
事業費、人件費とも平準化している

現状維持

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

61,427

2,7822,919

千円59,227

特になし（内部管理経費のみ） 特になし（内部管理経費のみ） 特になし（内部管理経費のみ）

千円

58,539総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 59,828

6.8

2,694

32 項目番号

内部管理費

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2(6)

事務事業名 一般事務費 所管部課名
総務部

会計課

2 項 1 目 5 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 なし

分野別計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

2,811

令和２年度決算区 分
1,599

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

・出納業務（窓口支払受付等）補助のため、会計年度任用職員１名を雇用
・会計業務実施のための経費の支出、個別管理システムの管理費（修繕）など

令和５年度 事務事業等の総点検

59,883

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

1,485

57,054

6.5

2,162 2,404

56,82357,721

6.5 6.5 人

実施分類

1,599 1,485 2,162

59,828 57,054 57,721

61,427
58,539 59,883
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令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
修繕の内容等によって各年度の実績額は異なっている。

公用車車庫は建設から30年以上が経過しており、維持管理を行う必要があるため当該事業を継続する必要がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

15,810

00

千円16,638

（１）光熱水費
　水道　607ｍ3
　電気　66,033Kwh
（２）清掃、警備等の管理委託
（３）施設修繕等

（１）光熱水費
　水道　647ｍ3
　電気　66,604Kwh
（２）清掃、警備等の管理委託
（３）施設修繕等

（１）光熱水費
　水道　661ｍ3
　電気　68,692Kwh
（２）清掃、警備等の管理委託
（３）施設修繕等

千円

15,587総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 8,402

1.0

0

33 項目番号

公用車車庫の維持管理、運用管理等を適切に行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

1

事務事業名 公用車車庫管理事務 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1 目 6 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
7,408

施設の維持管理に係る業務

公用車車庫を維持していくための各種修繕及びランニングコスト等の支出や建物の警備、管理等。

令和５年度 事務事業等の総点検

16,539

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

7,242

8,345

1.0

8,108 8,324

8,3148,431

1.0 1.0 人

実施分類

7,408 7,242 8,108

8,402 8,345
8,431

15,810 15,587
16,539

0

2,000

4,000
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8,000
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16,000

18,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和元年度に公用車予約管理システムの更改を行ったため一時的に決算額が増となったが、全体的には大幅な増減はない。

公用車の適正・適切な配車計画と保守管理を行うことで公用車の稼働率の向上につながっており、総務部総務課の共用車・貸出車はリース契
約であるため、契約者である市が管理する必要がある。
なお、このままリースでの運用を続けることが妥当かどうか公用車の在り方について検討を行う。

 再任用職員（短時間を含む） 人3.0 6.0 6.0 6.0

142,828

00

千円129,443

（１）燃料費
　ガソリン代　4,690,442円
（２）修繕料
（３）自動車損害共済
（４）公用車予約管理システム保守委託ほか

（１）燃料費
　ガソリン代　5,254,923円
（２）修繕料
（３）自動車損害共済
（４）公用車予約管理システム保守委託ほか

（１）燃料費
　ガソリン代　6,503,094円
（２）修繕料
（３）自動車損害共済
（４）公用車予約管理システム保守委託ほか

千円

126,323総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 107,728

11.0

0

34 項目番号

公用自動車の適正・適切な配車計画と保守管理を行うことで効率的な運用を行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2

事務事業名 公用自動車管理事務 所管部課名
総務課

総務課

2 項 1 目 6 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
35,100

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

公用自動車のリース料の支払い、共用車の配車及び事故相談等。

令和５年度 事務事業等の総点検

129,176

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

36,924

89,399

7.0

39,055 40,891

88,55290,121

7.0 7.0 人

実施分類

35,100 36,924 39,055

107,728
89,399 90,121

142,828

126,323 129,176
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

37



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

6,153

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

2,043

4,173

0.5

1,937 2,781

4,1574,216

0.5 0.5 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
2,074

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

地方公務員法第７条から第12条まで

①　措置要求、審査請求及び苦情処理につき、案件が生じた場合における対応
②　適切に①の案件処理を行うための、全国公平委員会連合会等の総会等への出席等による情報収集
③　①の案件処理及び②によって得た情報共有等のための横須賀市公平委員会定例会等の開催

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 18 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 35 項目番号

本市公平委員会の運営を行う。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

2

事務事業名 公平委員会費 所管部課名
総務部

総務課

2 項 1

１　会議の開催
　　　定例会　６回
２　連合会会議への参加
（１）全国公平委員会連合会
　　　　会議　２回　　　研究会　全て中止のため０回
（２）全国公平委員会連合会関東支部
　　　　会議　６回　　　研究会　全て中止のため０回
（３）神奈川県公平委員会連合会
　　　　会議　３回　　　研究会　１回

※（３）の研究会以外は書面開催

１　会議の開催
　　　定例会　３回
２　連合会会議への参加
（１）全国公平委員会連合会
　　　　会議　３回　　　研究会　全て中止のため０回
（２）全国公平委員会連合会関東支部
　　　　会議　１回　　　研究会　全て中止のため０回
（３）神奈川県公平委員会連合会
　　　　会議　３回　　　研究会　１回

※（３）の研究会以外は書面開催

１　会議の開催
　　　定例会　６回
２　連合会会議への参加
（１）全国公平委員会連合会
　　　　会議　１回　　　研究会　全て中止のため０回
（２）全国公平委員会連合会関東支部
　　　　会議　１回　　　研究会　全て中止のため０回
（３）神奈川県公平委員会連合会
　　　　会議　２回　　　研究会　２回

※（３）の研究会以外は書面開催

千円

6,216総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 4,201

0.5

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・令和２年度中に全国公平委員会連合会事務局の会長市となったことから業務量の増となったため、課内の業務分担の見直しにより調整を図った。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、予定していた全国公平委員会連合会の会議等が書面開催又は中止となったことから、見込んでいた旅費の負担
よりも少ない額となった。

審査請求等の案件が生じた場合に迅速かつ的確に対応し、職員の権利救済等を行う法定の行政委員会であるため、今後も同様の事業を継続していく必要
がある。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

6,275

00

千円6,938

2,074 2,043 1,937

4,201 4,173 4,216

6,275 6,216 6,153

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和２年度決算 令和３年度決算 令和４年度決算

経
費
［
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円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

 a 事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和５年度 事務事業等の総点検

1,946

令和３年度決算 令和４年度決算 令和４年度予算

1,890

835

0.1

1,103 1,890

831843

0.1 0.1 人

実施分類
分類

千円

単位
千円

根拠法令

具体的な
事業内容

事業目的

0

令和２年度決算区 分
1,890

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

職員退職年金条例、退職年金年額改定条例

毎年、恩給法等の一部改正に準じて退職年金年額改定条例の一部改正を行って年額を改定し、年4回に分けて年金を支給している。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 19 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 37 項目番号

地方公務員等共済組合法(昭和37年12月1日施行）の施行前にすでに年金を受給していた市退職者
及びその者の遺族に対し、退職年金または遺族年金を支給する。

令和３年度の活動実績 令和４年度の活動実績令和２年度の活動実績

1

事務事業名 退職年金、遺族年金 所管部課名
総務部

人事課

2 項 1

令和２年度支給実績：
　退職年金受給者　　　 　　　       0円
　遺族年金受給者 　       1,889,600円
　　　　　　支給額合計　　　1,889,600円

令和３年度支給実績：
　退職年金受給者　　　 　　       　0円
　遺族年金受給者        　1,889,600円
　　　　　　支給額合計　　　1,889,600円
※ 遺族年金受給者1名　令和４年２月16日付で
　　失権（死亡）

令和４年度支給実績：
　退職年金受給者　　　 　　　       0円
　遺族年金受給者        　　944,800円
　　※未支給年金支払       157,467円
　　　　　　支給額合計　　　1,102,267円
※ 遺族年金受給者1名　令和４年２月16日付で
　　失権（死亡）したため、未支給年金（令和４年
　　１月・２月分）を４月に相続人へ支払い。

千円

2,725総経費（a + b）

 正規職員

 会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

 b 人件費 840

0.1

0

今後の事業
の方向性

年度ごとの推移の分析
（【総経費の内訳】の

増減理由等）
令和４年２月に、遺族年金受給者１名が死亡し、年度末現在の受給者が減少した。

現受給者(遺族年金受給者１名）の失権(死亡）をもって事業終了となる。

 再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

2,730

00

千円2,721

1,890 1,890

1,103

840 835

843

2,730 2,725

1,946
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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